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駒沢女子大学に対する改善報告書検討結果 

 

＜大 学 評 価 実 施 年 度：2019年度＞ 

＜改善報告書検討実施年度：2023年度＞ 

 

駒沢女子大学から改善報告書の提出を受け、本協会は改善に向けた大学全体の取り組み、

４点の改善課題の改善状況について検討を行った。その結果は、以下のとおりである。 

 

＜改善に向けた大学全体の取り組み＞ 

大学評価結果を受け、「自己点検評価委員会」において、課題を確認・整理し、改善に向

けた方策の検討、等を行ってきた。その結果、「自己点検評価委員会」を「内部質保証委員

会」に改め、「内部質保証に関する全学基本方針」を改正し、内部質保証の推進に責任を負

う組織として位置づけるなど、体制の整備に取り組んだ。新たな内部質保証システムにおい

て「内部質保証委員会」が、事業報告書に基づく部局レベル・構成員レベルの点検結果を検

証し、その結果を全学的な観点からとりまとめ、「執行部会議」へ改善策案を提言する役割

を担い、「執行部会議」が具体的な改善策を検討し、各部署に改善を指示する役割を担うこ

とで、改善に取り組んでいる。今回の改善報告書において、改善に向けた取り組みの成果が

十分でない点については、引き続き改善していくことが求められる。 

 

＜是正勧告、改善課題の改善状況＞ 

提言の改善状況から、改善の成果が十分に表れているとはいいがたい。 

改善課題については、内部質保証システムの機能の問題や学生の受け入れにおける定員

管理の問題、大学運営・財務における財政基盤の確立の問題に関して、今後も更なる改善

に努めることが求められる。 

個別の提言に関する改善に向けた大学の取り組み及びそれに対する評価は、以下のとお

りである。なお、前回の大学評価時には指摘対象となっていなかった事項について、今回

の改善報告書提出時には提言に相当する問題が生じているため、検討所見を参照し、次回

の大学評価に向けて改善に取り組むことが求められる。 

 

１．是正勧告 

なし 

 

２．改善課題 

№ 種  別 内  容 

１ 基準 

 

基準２ 内部質保証 

提言（全文） 内部質保証に係る各組織の役割分担・連携が明確
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でなく、内部質保証システムの推進を担う組織であ

る「執行部会議」が、各学群（部）・研究科・部局に

よる定期的な点検・評価やその結果に基づく改善・

向上等に対するマネジメントの方法も明確でない

ことから、これらを適切に整理し、内部質保証シス

テムを着実に機能させるよう改善が求められる。 

 

検討所見  内部質保証の体制について、幾度となく検証と改

定を重ね、2023年度に内部質保証の方針を改定し、

新たな体制を構築している。この新たな体制では、

大学レベル・部局レベル・構成員レベルの三層のレ

ベルに分けて点検・評価を行っている。 

大学レベルでは、内部質保証の推進主体として、

「内部質保証委員会」を置き、学群（部）長が主と

して取りまとめる事業報告書をもとに点検結果を

検証するとともに、部局レベル・構成員レベルの点

検結果を検証し、全学的な観点から取りまとめ、「執

行部会議」へ改善策案を提言する役割を担ってい

る。「執行部会議」は、提言を受けて具体的な改善策

を検討し、各部署に改善を指示する役割を担ってい

る。加えて、具体的な改善策を推進するにあたり、

「執行部会議」内で改善の責任者を任命し、任命さ

れた者は、期日までに改善報告書を学長へ提出する

こととしている。 

部局レベルでは、建学の精神や教育理念に即して

３つの方針を策定及び運用するため、３つの方針と

それらに基づく取り組みに係る適切性を点検し、改

善勧告等を行う役割を担う「教育指針に関する検討

委員会」を設置している。同委員会において、２・

４年次の学生を対象にアンケートで「学修到達度の

確認」を行い、その結果を「内部質保証委員会」に

報告することとしている。 

構成員レベルでは、「点検・評価・改善委員会」が

授業評価アンケートや卒業年次アンケートなどを

実施し、構成員レベルで点検・検証した結果を「内

部質保証委員会」に報告する役割を担っている。 

以上のように、内部質保証の推進主体として「内

部質保証委員会」を置き、大学レベル・部局レベル・
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構成員レベルの三層のレベルに分けて点検・評価を

行い、その結果を改善・向上につなげる体制を整備

したものの、この体制においても「執行部会議」が

具体的な改善の検討や、各学部・研究科への改善・

向上に向けた指示を行うなど、内部質保証における

重要な役割を担っていることから、内部質保証シス

テムにおける同会議の位置づけについて、整理する

ことが求められる。 

なお、点検・評価の方法として、これまで部局別

に作成する自己点検・評価報告書による検証を行っ

ていたが、「内部質保証委員会」によるフィードバ

ックが行われていなかったことを踏まえ、2023 年

度から事業報告書を基に点検・評価を行っている

が、事業報告書では検証材料として不十分であると

大学自ら認識していることから、改善すべき点を把

握し、適切な自己点検・評価を実施することが望ま

れる。 

 

№ 種  別 内  容 

２ 基準 

 

基準５ 学生の受け入れ 

提言（全文） 人文科学研究科修士課程において、収容定員に対

する在籍学生数比率が 0.34 と低いため、大学院の

定員管理を徹底するよう、改善が求められる。 

 

検討所見 人文科学研究科修士課程において、収容定員に対

する在籍学生数比率が 0.47 と依然として低いた

め、大学院の定員管理を徹底するよう、改善が求め

られる。なお、収容定員に対する在籍学生数比率に

ついて、人間総合学群人間文化学類で 0.71、同観光

文化学類で 0.73、人間総合学群全体で 0.86と低い

ため、学群の定員管理を徹底するよう、是正された

い。また、過去５年間の入学定員に対する入学者数

比率の平均について、大学評価時には提言の対象で

はなかった、人間総合学群人間文化学類で 0.86、同

観光文化学類で 0.88と低い。 

 

№ 種  別 内  容 
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３ 基準 

 

基準６ 教員・教員組織 

 

提言（全文） 人文科学研究科において、研究指導教員の審査手

続は明示されているものの、審査の基準が明示され

ていないため、改善が求められる。 

 

検討所見 大学研究科委員会において「駒沢女子大学大学院

人文科学研究科修士課程の研究指導教員資格基準

に関する規程」を定め、研究指導教員の審査基準を

明示しており改善が認められる。 

 なお、その内容は具体性が十分とはいいがたいた

め、一層の明確化が望まれる。 

 

№ 種  別 内  容 

４ 基準 

 

基準 10 （２）財務 

 

提言（全文） 財務関係比率について、「文他複数学部を設置す

る大学」の平均と比べ、事業活動収支差額（帰属収

支差額）比率が低く推移しており、翌年度繰越支出

超過額（翌年度繰越消費支出超過額）が経年的に増

加傾向にあることから、財務状況を改善するため

の、数値目標を含む中・長期の財政計画を早期に策

定・実行し、教育研究活動を遂行するうえで必要な

財政基盤の確立に向けて努力することが求められ

る。 

 

検討所見 法人全体・大学部門ともに、基本金組入前当年度

収支差額がマイナスで、事業活動収支差額（帰属収

支差額）比率が「理工他複数学部」の平均より低く

推移している。翌年度繰越支出超過額も前回評価後

も毎年増加しており、教育研究活動を遂行するうえ

で必要な財政基盤は十分であるとはいえない。2024

年度から実施する第３次中期計画においては、数値

目標を含む中・長期の財政計画を策定し、財政状況

を改善することが求められる。 

 

 

◆ 再度報告を求める事項 
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なし 

 

以上 


